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図  ３.９ 断面図（１）（Ｓ＝１：２００） 
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図  ３.１０ 断面図（２）（Ｓ＝１：２００） 
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図  ３.１１ １階機材配置図（Ｓ＝１：２００） 
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図  ３.１２ ２階機材配置図（Ｓ＝１：２００） 
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３-２-４ 施工計画／調達計画 

３-２-４-１ 施工方針／調達方針 

(１) 基本事項 

本プログラムは、環境プログラム支援無償のスキームに則って実施される。環境プログラム支

援無償は、日本国政府と「ラ」国政府が事業目的･実施機関･無償資金協力の条件と金額等につい

て承認し交換した公文（Exchange of Notes：以下、“E/N”という）に基づいて提供される。E/N

に続いて支払い条件、「ラ」国政府の責任、調達の条件を定義するための贈与契約 (Grant 

Agreement：以下、“G/A”という）が「ラ」国と JICA との間で締結される。環境プログラム支

援無償のもとでの調達に係る手順の詳細については、E/N 及び G/A 署名時に「ラ」国と JICA と

の間で合意されることとなる。以下に、本件における基本事項を示す。 

• JICA は事業の適切な実施を促進する立場に立つ。 
• 生産品･役務は、JICA の「環境プログラム支援無償調達ガイドライン」に従って調達、供与

される。 
• 「ラ」国は、「ラ」国に代わって生産品調達業務及び資金管理・入札の準備・契約を含む役務

業務を実施するための調達代理機関と雇用契約を締結する。 
• 調達代理機関は、すべての資金送金に関し、「ラ」国の名のもとで職務を代行する。 

(２) 調達方法 

環境プログラム支援無償では、入札図書に規定された条件を満たしていれば、契約を結ぶ業者

の国籍は問われない。生産品・役務の調達をする資格のある入札参加者間に不公平が生じないよ

う、原則として競争入札によるものとする。 

入札図書は、調達代理機関が「ラ」国と協議の上で作成する。 

(３) 機材調達のバッチ分け 

本件における機材調達は、衛星画像の撮影時期および FRIC の竣工時期との兼ね合いから、次

のとおり 5 バッチに分割する。 

表  ３.５１ 調達のバッチ分け 

調達バッチ 機材番号 機材名称 数量 
A-9 SPOT4 (2005) 114 セット 

A-10-1 SPOT5 (2008) 2 シーン 第 1 バッチ 
A-11-1 RapidEye (2008) 1 セット 

A-1 デスクトップ PC A 6 台 
A-2 デスクトップ PC B 6 台 
A-3 サーバーA 1 セット 
A-5 ノートパソコン 18 台 
A-12 GIS ソフトウェア 1 セット 

第 2 バッチ 

A-13-1 画像解析ソフトウェア 1 1 セット 
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調達バッチ 機材番号 機材名称 数量 
A-13-2 画像解析ソフトウェア 2 2 セット 
A-14 プロッター 1 セット 
A-15 スキャナー 1 セット 
A-16 プリンター 1 セット 
A-17 プロジェクターセット 1 セット 
A-18 講義用マイクセット 1 セット 
B-1 ポケットコンパス 12 セット 
B-2 プラニメーター 6 セット 
B-3 直径割付巻尺 12 台 
B-4 GPS 18 台 
B-5 双眼鏡 12 台 
B-6 トランシーバー 12 セット 
B-7 クリノメーター 12 台 
B-8 デジタルカメラ 12 台 
B-9 車両 6 台 

A-6-1 ALOS AVNIR (2010) 106 シーン 
A-7 ALOS PRISM (2010) 193 シーン 

A-8-1 ALOS PALSAR (2010) 111 シーン 
A-10-2 SPOT5 (2010) 14 シーン 

第 3 バッチ 

A-11-2 Rapid Eye(2010) 1 セット 
第 4 バッチ A-4 サーバーB 2 セット 

A-6-2 ALOS AVNIR (2011) 106 シーン 
第 5 バッチ A-8-2 ALOS PALSAR (2011) 111 シーン 

(４) 建設業者 

特殊な工法等を採用せず、「ラ」国で一般的な仕様の施設であるため、現地建設業者による施

設建設が可能である。 

(５) 調達代理機関 

本件の実施は、日本国関係機関の検討を経た後に日本国政府の閣議決定を必要とする。閣議決

定の後、両国政府間の事業実施に関する E/N および G/A が締結された後に実施に移行する。「ラ」

国は事業主として、E/N に添付される合意議事録に基づき、日本の調達代理機関と調達代理契約

を結ぶ。調達代理機関は、被援助国にかわって生産品調達業務および（資金管理、入札の準備、

契約を含む）役務業務を実施するために指名される。日本国政府が調達代理機関を被援助国に推

薦し、両国は「合意議事録」（Agreed Minutes：以下、“A/M”という）の中でその指名に合意す

る。 

(６) コンサルタント 

コンサルタントは、調達代理機関と入札業務及び施工／調達監理に係るコンサルティング業務

契約を締結する。各段階での業務内容は以下の通りである。 

１） 入札開始前における業務 

コンサルタントは、概略設計調査において実施した業務と調査結果について、調達代理機関の
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契約者としてレビューを行い、業務の一貫性を保障する。 

２） 入札段階における業務 

コンサルタントは、入札の実施段階において、調達代理機関の補助として次の業務を担当する。 

・ 入札図書（主として仕様書）の編纂 
・ 入札会の開催補助 
・ 質問回答･アメンド案の準備 
・ 技術評価の実施及び評価表・評価レポートの作成補助 
・ 価格評価の実施、評価表・評価レポートの作成補助 
・ 契約交渉の補助 

３） 施工・調達監理段階における業務 

「ラ」国では監理基準が確立されていないため、施工品質を確保するためには、本邦技術者を

配置する必要がある。また本プログラムは、機材調達及び技術支援を含む総合型の支援であり、

協力対象施設に据え付けられる機材や協力対象施設において実施される予定の技術支援が含まれ

ることから、プログラム全体を円滑に実施するためには建設工程を遵守することが不可欠となる。

よって、本邦コンサルタントを常駐配置し、「ラ」国側関係者や施工業者等関係者間の調整、施

工監理を実施する計画とする。 

施設は、「ラ」国で標準的な仕様を採用して計画を策定した。建設資機材についても、「ラ」

国で一般的であるため、本邦コンサルタントは現地コンサルタントを積極的に活用して施工監理

を行うことが可能である。 

(７) 相手国側実施体制 

「ラ」国側の本プログラムに係る責任機関は MAF、実施機関は DoF、運営機関は FIPD である。

プログラムを円滑に進めるために、コンサルタント及び請負業者と「ラ」国側関係機関との密接

な連絡及び協議が不可欠であるため、本プログラムを担当する責任者を選任する必要がある。 

３-２-４-２ 施工上／調達上の留意事項 

(１) 施工上の留意事項 

a) 施工に関する一般事情 

ビエンチャン市は「ラ」国の首都であり、建設会社が多数存在する。市内にはコンクリート･

プラントもあり、また建設機械も調達できる。すべての建設資機材が現地で調達可能であるが、

鉄筋・鉄骨・建具等のタイ製の資機材については供給量が限られるため、調達においては入念な

事前準備が必要である。 
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資機材調達の遅れを避けるためには、着工初期段階で発注を行える体制を整えることが望まし

い。よって使用材料の製作期間を考慮した上で、建設業者に対して資機材の調達に向けた事前準

備を促すことが重要である。 

b) 施工業者の選定 

施工業者は競争入札によって選定される。「ラ」国では、入札に先立ち営業許可証、銀行によ

る財務証明、組織図（管理部門・技術部門の人員・資格）、主要実績（プロジェクト名、資金調

達元）等の情報に基づき、建設業者の資格審査を行うことが一般的である。 

入札図書に含まれる内容は、プロジェクトにより異なるが、一般的には設計図面、業務範囲書

（仕様書含む）、数量明細書、工程表が含まれる。入札公示は、一般に新聞紙上で行われ、入札

公示から入札までの期間は 3 週間～1 ヶ月程度であることが多い。 

c) 安全対策 

建設工事現場において、作業員に対する安全確保に留意する必要がある。本プログラムの施設

建設では、屋根工事等の高所作業があり、転落・墜落等の事故も考えられる。上下作業の禁止及

び足場での確保、ヘルメットや安全靴の着用等、安全を確保した上で作業を実施するよう指導・

教育し、安全対策を万全にする必要がある。 

(２) 機材調達上の留意事項 

a) 機材受け入れスペースの確保 

機材を円滑に使用開始するため、「ラ」国側が機材庫や機材設置該当部屋の整理整頓を機材納

入以前に完了しておく必要がある。 

b) 機材調達のバッチ分け 

本件における機材調達は上述のとおり 5 バッチに分割される。調達機材は技術支援に密接に関

わるため、各バッチは一定の期間までに実施されなければならない。また、衛星画像においては

撮影時期の都合上、調達開始時期も限られてくるため、密な工程および進捗管理が必要とされる。 

３-２-４-３ 施工区分／調達・据付区分 

(１) 施工区分 

a) 建設候補地準備 

プログラムサイトには FIPD 既存事務所等があり、敷地の所有・利用に関しては支障が無い。

ただし、FRIC の建設候補地には、苗畑用の遮光ネット及びフェンスが整備されているため、「ラ」

国側負担で撤去する必要がある。またサイト内の既存樹木についても、一部を「ラ」国側で撤去
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する必要がある。 

b) インフラストラクチャー 

• 電力 

施設への電力供給については、「ラ」国側で電力会社に申請書類を提出する。申請のための料

金は発生しない。申請から供用開始までには 1～2 週間程度を要する。また敷地外の幹線からトラ

ンスまでの引き込みは「ラ」国側負担とする。 

• 給水 

「ラ」国側で水道会社に申請書類を提出する。申請のための料金は発生しない。申請から供用

開始までには 10～20 日間程度を要する。プログラムサイト内には水道引き込み管が敷設されてお

り、引き込み管の延長は協力対象事業に含む。幹線への接続、水道メーターの設置は水道会社の

負担となる。その他、「ラ」国側の負担はない。 

• 排水 

「ラ」国側でビエンチャン市都市計画・管理局に申請書類を提出する。申請のための料金は発

生しない。申請から供用開始までには 1～2 週間程度を要する。 

• 電話 

「ラ」国側で電話会社に申請書類を提出する。申請のための料金は発生しない。申請から供用

開始までには 7～10 日間程度を要する。また敷地外の幹線から施設の電話ターミナルまでの引き

込みは「ラ」国側負担とする。 

c) 備品等 

コンピューター用の机・椅子、及び多目的会議室用の机・椅子は協力対象に含むものとする。

その他の机･椅子・書棚等の家具・備品については「ラ」国側で整備する必要がある。またコンピ

ューター室・事務室の良好な執務環境を確保するためには、ブラインドまたはカーテンで直射日

光を遮る必要があるが、これらも「ラ」国側負担とする。 

次表に、日本・「ラ」国の施工区分を示す。 

表  ３.５２ 日本側・「ラ」国側の施工区分 

業務内容 日本国側 「ラ」国側 

１. 敷地の確保  ○ 

２. 建設敷地の既存施設・樹木撤去、整地  ○ 

３ 建設敷地のゲート、フェンスの設置、植栽  ○ 
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業務内容 日本国側 「ラ」国側 

４. 駐車場の整備 ○  

５. 構内道路の整備 ○  

６． FRIC 建設 ○  

７. インフラストラクチャー   

(1)電力   

■電気幹線から受変圧器までの受電工事  ○ 

■変圧器の設置、幹線設備、電灯・コンセント、非常用電源 ○  

(2)給水   

■敷地内配管、施設内配管、給水設備 ○  

(3)排水   

■衛生設備、施設内配管、浄化槽設置、敷地内配管、本管接続 ○  

(4)電話   

■電話幹線から施設内パネルまでの配線  ○ 

■施設内配線 ○  

(5)インターネット   

■インターネット回線の施設内引込み  ○ 

■施設内配線 ○  

８. 備品   

(1) 一般家具・備品   ○ 

(2) 多目的会議室用机・椅子、コンピューター室用机・椅子 ○  

９. 手続き   

(1) 建設許認可手続き  ○ 

(2) 電力等、インフラの利用申請  ○ 

(２) 機材調達・据付区分 

a) 計画地までの輸送 

本計画で調達が予定されている機材は、全て新規に建設される FRIC に輸送される。当該輸送

は、日本国側負担である。 

b) 機材据付 

本計画で据付が予定されている機材はない。 

c) 機材調達・据付区分 

以下に、本計画の日本国側と「ラ」国側の機材調達・据付区分を示す。 

業務内容 日本国側 「ラ」国側 

１．機材   

■機材調達 ○  

■機材運転用動力源の確保  ○ 
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業務内容 日本国側 「ラ」国側 

２．機材保管場所の確保  ○ 

３．機材の輸送・通関関係等   

■各計画地までの機材輸送 ○  

■通関業務  ○ 

■免税措置(関税、付加価値税等)  ○ 

■機材の輸入許可の取得  ○ 

４．銀行取極めと支払授権書の発行  ○ 

■銀行取極めの実施  ○ 

■支払授権書（A/P）の発行  ○ 

■上記銀行手続きに係る諸費用  ○ 

５．本業務関係者の出入国・滞在に必要な許認可・手続きおよびその

諸費用 

 ○ 

６．本業務実施に必要な許認可手続き  ○ 

７．無償資金協力に含まれない関連業務にかかる費用の負担  ○ 

８．入札支援業務   

■入札図書作成 ○  

■入札および調達監理に係るコンサルティング業務 ○  

９．納入機材検収の実施   

■納入機材検収の実施 ○  

■納入機材検収の立会い ○ ○ 

３-２-４-４ 施工監理計画／調達監理計画 

(１) 施工監理計画 

a) 基本方針 

調達代理機関および施工監理コンサルタントは、当該契約が適正かつ円滑に履行されるよう、

契約業者の業務を監理する。施工監理／調達監理の目的は、施設建設工事／機材調達が契約書で

規定される仕様書、設計図等に則って所定の品質を確保しながら正しく施工／調達されることを

監理することであり、品質・規格・出来形等が契約書に規定されているものと相違ないかを確認

するものである。また、品質管理データ・写真等の工事記録や機材調達に係る書類が適切に整理・

保管されているか等について監理する。 

本プログラムは施設建設、機材調達、技術支援を含んだ総合型の支援であるため、全体行程を

遵守するためには、各々の行程計画に沿って、所定の期間内に施工／調達を完了させることが重

要である。また、全体行程の円滑な進行のために不可欠な「ラ」国国側の負担事項の進捗につい

ても随時把握することが重要である。 

b) 施工監理計画 

• 工程監理 

請負業者が契約書に示された納期を守るために、契約時に計画した実施工程と実際の進捗状況
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との比較を各月に行うものとする。工程遅延が予測されるときは、請負業者に対し注意を促すと

共にその対策案の提出と実施を求め、契約工期内に工事及び資機材の納入が完了する様に指導を

行う。 

• 品質･出来型管理 

建設された施設及び製作・納入された建設資材が、契約図書で要求されている施設及び資機材

の品質、出来形を満足しているかどうか監理を行う。確認及び照査結果、品質や出来形の確保が

危ぶまれる時は、直ちに請負業者に訂正、変更、修正を求める。 

• 安全管理 

請負業者の安全管理責任者と協議・協力し、建設期間中の現場での労働災害及び、第三者に対

する傷害及び事故を未然に防止するための監理を行う。現場での安全管理に関する留意点は以下

の通りである。 

① 安全管理規定の制定と管理者の選任 
② 建設機械類の定期点検の実施による災害の防止 
③ 工事用車両、運搬機械等の運行ルート策定と安全走行の徹底 
④ 安全施設設置及び定期的な点検 
⑤ 労働者に対する福利厚生対策と休日取得の励行 

• 機材の据付及び操作指導 

施設と機材の取り合いに留意し、当該施設が機材の据付までに十分な程度までに施工されるか

確認する。また、施設建設完了前に一部の機材が納入されるため、機材の安全な一時保管場所の

確保等を確認する。 

• コンサルタントの派遣 

監理については、海外における建設工事監理の経験を有する建築技術者が担当する。本プログ

ラムの施設建設工事の規模・内容等に応じて下表に示すコンサルタント技術者の現場監理者を適

宜派遣するものとする。 

表  ３.５３ コンサルタントの派遣内容 

監理要員 業務内容 派遣期間 

業務主任 プログラム全般の管理、全般の協議等 適宜 

常駐監理者 施設建設工事全般の監理、関係機関との折衝・協議、

設計意図・仕様の確認 

工事期間中 

構造担当者 地業工事、躯体工事、鉄骨工事等の監理 適宜 

設備担当者 衛生設備・配管、電気設備・配線、空調等の監理 適宜 
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(２) 調達監理計画 

機材調達は、調達代理機関、コンサルタントおよび調達代理機関と契約する機材調達業者が行

なう。ただし、衛星画像については調達代理機関と設計監理コンサルタントが実施することにな

る。機材調達監理には下表に示す監理要員が派遣されることになる。 

表  ３.５４ 調達監理内容 

区分 監理要員 担当分野 派遣期間 

調達代理機関 調達管理者 調達監理、検収 適宜 

検査技術者 製品検査 適宜 コンサルタント 

調達監理者 調達監理、検収 適宜 

調達業者 調達管理者 現地受入れ検収 適宜 

３-２-４-５ 品質管理計画 

しかしながら、コンクリート温度が高い場合には、スランプ低下、コールドジョイントの発生、

表面水分の急激な蒸発によるひび割れ発生等の危険性が増すため、コンクリートの温度が低くな

るよう、現場内運搬・打込・養生等について配慮する必要がある。コンクリートの品質に関し、

コンクリート圧縮試験、骨材試験については、米国材料試験協会規格に準じた公的機関による試

験を行う。 

また鉄筋については、ミルシートの確認による品質管理を行う。鉄筋引張試験については、米

国材料試験協会規格に準じた公的機関による試験を行う。 

施工品質を確保するため、主要工種については以下の品質管理を必要とする。 

表  ３.５５ 主要工種の品質管理項目と方法 

工種 品質管理項目 品質管理方法 

仮設工事 建設物、仮設物の位置等 縄張り検査、ベンチマーク確認 

土工事 根切り 支持地盤の確認 

地業工事 既製コンクリート杭 杭位置の確認、支持地盤確認 

鉄筋工事 鉄筋材料 引張試験、ミルシート確認 

 配筋 径、本数、結束等の確認 

コンクリート工事 フレッシュ・コンクリート スランプ、空気量、温度等の確認 

 コンクリート打設 打設状況の確認 

 型枠 組立の目視検査 

 コンクリート強度 圧縮強度試験結果の確認 

鉄骨工事 鉄骨材料 ミルシート確認 

 建方 組立順序、建入精度検査 

屋根工事 割付・取り合い、漏水の有無 目視検査、散水検査 

タイル工事 割付、寸法、位置等 外観目視検査 
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工種 品質管理項目 品質管理方法 

木工事 下地、取合い 仕上げの目視検査 

左官工事 平坦さ、むらの有無 仕上げの目視検査 

建具工事 取付状況 目視検査 

塗装工事 表面仕上がり、色 目視検査 

受変電設備工事 性能、動作 工場検査結果確認、動作テスト 

配管工事 屈曲状況、支持間隔 目視検査 

配線工事 損傷 抵抗測定、目視検査 

避雷針工事 抵抗値 抵抗測定、目視検査 

照明工事 性能、動作 目視検査 

給水配管工事 支持間隔、漏れ 水圧テスト、目視検査 

排水配管工事 支持間隔、勾配、漏れ 通水テスト、目視検査 

空調工事 性能、動作 動作テスト 

衛生設備工事 動作、漏れ 通水テスト、目視検査 

３-２-４-６ 資機材等調達計画 

(１) 調達方法 

本プログラムで使用予定の建設用資機材は、木材とコンクリート等を除いてほとんどタイより

輸入されることになる。ただし、これら輸入品は「ラ」国内に十分流通しており、「ラ」国内に

おいて調達が可能である。また、調達が予定されている機材は、衛星画像を除いて全て現地代理

店から調達可能である。現地代理店を通じてアフターサービスを受けられるよう、現地代理店も

しくは現地代理店契約を結んでいる会社から現地調達する。 

(２) 調達機材の交換部品・消耗品の調達計画 

本件調達機材に関しては、プロッターおよびプリンターのみ消耗品を調達する計画とするが、

その他の機材に関しては消耗品・交換部品ともに調達しない。 

３-２-４-７ 機材据付計画 

本プログラムで据付が計画されている機材はない。 

３-２-４-８ 技術支援計画 

REDD が制度化されるのか、どのような方法論になるかは未定であるが、クレジット化される

のであれば信頼できる客観性あるデータがある基準年で整備されている必要がある。しかし実施

主体となるべき FIPD は、全国レベルのインベントリ調査は SIDA の支援により実施された 2002

年以降については自ら実施できていない状況である。また整備されたデータは現在の REDD の議

論動向の要求を満たす品質は確保できておらず、データの管理状況に関してはその所在や諸元が

きちんと管理できていない状態である。 

本プログラムは REDD 実施に向けて必要な施設建設と機材調達を行う無償資金協力であるが、
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上記状況からは FIPD は全国レベルの現地踏査およびデータ整備を実施した経験が不足しており、

技術支援なしでは供与される施設や資機材を活用して、REDD の実施に耐えうる全国レベルのデ

ータ整備を行うこと、モニタリングを行うことは困難であると予想される。結果として信頼でき

るデータは整備されないため、クレジットは発生しなくなり、諸外国からの投資も見込めなくな

る。 

また、仮に REDD が制度化されなかったとしても、全国レベルの森林基盤データ整備は森林減

少地域の把握や植林計画の策定に有効であり、「ラ」国の森林保全・管理に大きく寄与するもの

であるため、REDD の是非に関わらず、本プロジェクト実施後も FIPD 自身で継続的に実施してい

くべきものである。 

上記状況から、無償供与される施設および資機材を活用してラ国で REDD 実施および森林保

全・管理していくために、本プログラムの技術支援は必要である。 

なお、本件における技術支援計画書を、本報告書資料６に添付する。 

３-２-４-９ 実施工程 

以下に、本プログラムにおける実施工程を示す。 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36
【建築】

（入札図書作成）

（入札図書承認）

（入札、契約）
【機材】
（第1バッチ） （第2バッチ） （第3バッチ） （第4バッチ） （第5バッチ）

（協議・承認） （協議・承認） （協議・承認）

（入札図書作成） （入札図書作成）

（入札図書承認） （入札図書承認）

（契約） （入札、契約）   （契約） （入札、契約）   （契約）

【建築】
（準備工事）

（躯体工事）

（仕上げ工事） 計35.0ヶ月

（設備工事）

【機材】
（第1バッチ） （第3バッチ） （第5バッチ）

（第2バッチ） （第 （第4バッチ）

【技術支援】

入
札
/
施
工
・
調
達
準
備

施
工
・
調
達
・
技
術
支
援
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３-３ 相手国側負担事業の概要 

３-３-１ プログラム固有の項目 

本プログラムを実施するにあたり、「ラ」国側に求められるプログラムに特化した項目は以下

のとおりである。 

1) 「ラ」国側要員の人件費 

2) 施設建設に係る用地の整地、フェンス撤去および整備等準備に係る工事 

3) 施設建設現場における不発弾の情報収集および建設作業の安全確保 

4) 電力・電話線・LAN 等の引き込み 

5) 施設建設立ち上げ時、中間時、竣工時等の立会い 

6) 調達資機材の検収検査立会い 

7) 調達機材の保管場所・スペースの確保 

8) 新施設および調達機材の使用・維持管理状況に関するモニタリング体制の整備 

9) 技術支援要員の配置 

10) 銀行取極めに係る諸手続及び手数料 

３-３-２ 一般事項 

本無償資金協力事業実施にあたり、「ラ」国側に求められる措置ならびに現地調達品に対する

税金の取り扱い等、一般事項として合意している事項は以下のとおりである。 

1) 贈与に基づいて購入される生産物の港における陸揚げ、通関および国内輸送に必要な手続

きを速やかに実施すること。 

2) 調達代理契約に基づき調達される生産物および役務に関し、当該国において日本国民に課

せられる関税、内国税およびその他の財政過徴金を免除すること。 

3) 調達代理契約に基づく生産物および役務の供与に関連する業務を遂行するため、日本国民

に対して入国および滞在に必要な便宜を与えること。 

4) 「適正使用」：無償資金協力により建設される施設および購入される機材が、当該計画の実

施のために適正かつ効果的に維持され使用されること、並びにそのために必要な要員等の

確保を行うこと。また、無償資金協力によって負担される経費を除き計画の実施のために

必要な維持・管理費全ての経費を負担すること。 

5) 「再輸出」：無償資金協力により購入される生産物は当該国より再輸出されてはならない。 

３-３-３ コミッティーの開催 

本プログラムを実施するにあたり、プログラムに係る諸問題の協議、プログラムの設計変更お

よびその他全ての事項に対応するための最終意思決定機関として、コミッティーが開催される。

本コミッティーの概要を以下に示す。 
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1) 本コミッティーはプログラムに関連する諸問題に対応するために設立される。 

2) 本コミッティーは相手国側受け入れ機関および現地 JICA 事務所を議長とし、メンバーは相

手国政府および JICA の代表者で構成される。 

3) アドバイザーとして、調達代理機関は代表者を本コミッティーに派遣する。 

4) 本コミッティーは、相手国側政府もしくは JICA が必要としたときに開催される。 
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３-４ プログラムの運営維持管理計画 

３-４-１ 基本方針 

本プログラムによって整備される施設、機材の運営維持管理費は、DoF の予算によって賄われ

る計画である。 

３-４-２ 運営・維持管理体制 

本プログラムによって整備される施設・機材の運営・維持管理に新たに必要となる経費は、概

算で後述の運営維持管理費一覧表のようになる。なお、施設に関しては既存施設と同等の施設内

容であることから新たな運営維持管理費は発生しないと考えられる。 本計画の維持管理としては、

施設、機材共に小規模であること、主要資機材を「ラ」国の代理店にて調達すること、一般的な

仕様内容であること等から技術的には容易なものである。 

なお、本経費の該当期間は、協力対象事業実施後 20 年間とする。 
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３-５ プログラムの概算事業費 

３-５-１ 協力対象事業の概算事業費 

先に述べた日本と「ラ」国との負担区分に基く双方の経費内訳は、次のとおりと見積もられる。 

３-５-１-１ 日本側負担経費 

概算総事業費 約 484百万円 

費目 概算事業費 （百万円） 

施設建設 60

機材 衛星画像解析・データベース構築用機材、 

サンプルサイト調査用機材 
169

技術支援費 169

調達代理機関費 41

設計監理費 45

 

３-５-１-２ 「ラ」国側負担経費 

「ラ」国側負担経費  176,520,000 KIP （ 約 1.98百万円） 

負担事項・内容 金額（KIP） 

用地の整地、フェンス撤去等 20,160,000

フェンス（ゲート含む）整備 67,200,000

電力引込み 12,600,000

電話線引込み 1,260,000

LAN引込み 2,100,000

銀行取極めに係る手数料 4,200,000

一般家具の調達 69,000,000

合計 176,520,000

 

３-５-１-３ 積算条件 

(１) 積算条件 

本プログラムにおける積算時点は、現地調査が終了した平成 21 年 10 月とする。 

(２) 為替交換レート 

本プログラムの事業費概算は平成 21 年 9 月 30 日を基点とする過去 6 ヶ月間の相場平均値とす

る為替レートに基く。次表に、本件で用いた通貨の交換レートを示す。 



 第３章 プログラムの内容 

３-６３ 

通貨 円／通貨 
USD 96.54

EURO 134.71
KIP 0.0112
THB 2.86

(３) 施工・調達期間 

施工・調達の期間は実施工程に示したとおりである。 

(４) その他 

積算は日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえて行なった。 

３-５-２ 運営・維持管理費 

運営・維持管理に新たに必要となる経費は、概算で、パソコンやプリンター等の事務所用機材

の電気代に 22,940,290 KIP、車両の燃料代およびメンテナンス代に 6,282,846 KIP、合計で年間

29,223,136 KIP が必要と見積もられる。本プログラムにおける運営維持監理費内訳を、以下に示す。 

表  ３.５６ 運営維持管理費一覧表 

数量 消費電力 年間稼働日数 使用時間 電気料金 小計 合計 合計

unit kw/unit 日/年 時/日 kip/kw時 kip/unit・年 kip/年 円/年

デスクトップPC（A) 6 0.450 240 8 773 667,872 4,007,232 44,881

モニター 6 0.025 240 8 773 37,104 222,624 2,493

デスクトップPC（B) 6 0.450 240 8 773 667,872 4,007,232 44,881

モニター 6 0.025 240 8 773 37,104 222,624 2,493

サーバー（A) 1 0.570 240 8 773 845,971 845,971 9,475

モニター 1 0.025 240 8 773 37,104 37,104 416

A-4 サーバー（B) 2 0.570 365 24 773 3,859,744 7,719,487 86,458

A-5 ノートパソコン 18 0.090 240 8 773 133,574 2,404,339 26,929

プロッター（使用時） 1 0.080 240 2 773 29,683 29,683 332

プロッター（待機時） 1 0.016 240 6 773 17,810 17,810 199

スキャナー（使用時） 1 0.075 240 2 773 27,828 27,828 312

スキャナー（待機時） 1 0.025 240 6 773 27,828 27,828 312

スキャナー（使用時） 1 0.576 240 4 773 427,438 427,438 4,787

スキャナー（待機時） 1 0.146 240 4 773 108,344 108,344 1,213

A-17 プロジェクターセット 1 0.256 120 8 773 189,972 189,972 2,128

A-18 講義用マイクセット 1 0.150 120 8 773 111,312 111,312 1,247

B-2 プラニメーター 6 0.003 48 10 773 1,113 6,679 75

B-4 GPS 18 0.100 120 8 773 74,208 1,335,744 14,960

B-6 トランシーバー 12 0.007 120 10 773 6,493 77,918 873

B-8 デジタルカメラ 6 0.250 120 8 773 185,520 1,113,120 12,467

B-9 ピックアップトラック 6 240 1,047,141 6,282,846 70,368

合計 29,223,136 327,299

A-3

A-14

A-15

A-16

機材名機材番号

A-1

A-2
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運営維持管理費の DoF 予算に占める割合は 2.17％であり、別途予算の確保は可能であり十分な

運営・維持管理の実施が可能と判断できる。また、「ラ」国は現在 REDD に対する初期準備支援

金として 2009 年 5 月に世界銀行の FCPF に対し申請を完了している。同支援金申請額は、

200,000USD であり、同予算の一部を運営維持管理費に割り当てる計画である事から、本協力対象

事業の運営維持管理に関しては確実に実行されると考える。 
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３-６ 協力対象事業実施にあたっての留意事項 

本件協力対象事業実施にあたっての留意事項は、以下のとおりである。 

① 通関および免税に係る手続きの速やかな実施 

本計画で調達する機材は緊急性が高いものである。調達工程に遅延が生じないよう、先方政府

の通関や免税手続きが円滑かつ速やかに実施されるよう留意する。 

② 施設建設現場における埋没不発弾の情報収集及び建設作業の安全確保 

可能性は極めて低いが、施設建設現場には不発弾が埋没している可能性がある。本件は杭工事

を実施するため、事前に十分な情報収集が行われなければならない。また、不発弾が見つかった

際には速やかに撤去し、工程に影響を与えないようにする必要がある。 

③ 機材検収および受け入れスペースの確保 

本件における調達機材は、全てビエンチャン市内の FRIC に搬入のうえ、検収する計画である。

このため、当該施設で機材検収のスペースを十分に確保できるよう事前に実施機関と調整する必

要がある。 

④ 免税措置の実施 

本件は日本国政府の無償資金協力に則って実施されるため、免税措置が実施されなければなら

ない。特に付加価値税（Value Added Tax：以下“VAT”という）は 2010 年 1 月より導入されたも

のであり、その免税方法については「ラ」国内においても確固たる方法が確立されていないため、

「ラ」国側と密に連絡を取り、確認する必要がある。 

⑤ 技術支援実施に伴う準備 

本計画の技術支援が円滑に実施されるよう、技術支援に参加する MAF 職員およびその関係者

と事前に日程を調整する必要がある。 
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第４章 プログラムの妥当性の検証 

４-１ プログラムの効果 

プログラムの実施により期待される効果は以下のとおりである。 

表  ４.１ プログラム実施により期待される効果 

現状と問題点 協力対象事業におけ

る対策 
直接効果・改善程

度 
間接効果・改

善程度 
森林保全を促進するには、まず衛星情報

解析等による精度の高い森林資源情報の

整備が不可欠である。「ラ」国において、

森林資源情報管理は FIPD が担当してい

るが、その衛星画像解析に関するコンピ

ューター等関連機材は 1990 年代後半に

導入されたものであり、その処理能力や

容量は REDD 関連データの適切な解析･

管理に対応できるものではない。森林調

査用の機材については、位置を把握する

GPS を数台所有しているが、いずれも機

能的な精度が低い、森林内での利用がで

きない等の課題があるほか、関連機材･車

両の老朽化、絶対数の不足等により、今

後の森林資源情報の基礎となる正確かつ

迅速な森林調査を実施できる状況ではな

い。 

・衛星画像解析・デ

ータベース構築用機

材（衛星画像、GIS/
画像解析ソフトウェ

ア、PC 等）およびサ

ンプルサイト調査用

機材（コンパス、プ

ラニメーター、現地

踏査用車両等）の調

達 

・衛星画像や PC
を用いた森林資源

情報解析および現

地踏査が可能にな

る 
・当該データの適

切な管理ができる

ようになる。 

森林資源情報管理が実施されている調査

計画課事務所の既存施設は 1980 年代に

建設されたものであり、老朽化が進んで

いるため、建て替えが必要となっている。

・FRIC の新規建設 
 

・高価な機材およ

び繊細な機材の安

全な保管ができる 
・研修実施場所の

安定的な確保がで

きる 
・ネットワーク構

築による効率的な

職場を得ることが

出来る。 
森林資源情報整備における実施主体とな

るべき FIPD は、全国レベルのインベン

トリ調査は SIDA の支援により実施され

た 2002 年以降については自ら実施でき

ていない状況である。また整備されたデ

ータは現在の REDD の議論動向の要求を

満たす品質は確保できておらず、データ

の管理状況に関してはその所在や諸元が

きちんと管理できていない状態である。

・データ整備および

現地踏査等に係る技

術支援の実施 

・全国レベルの森

林基盤図が作成さ

れる 
・森林インベント

リデータが作成さ

れる 
・衛星画像解析等

の解析技術が習得

される。 

REDD に対応

可能な森林資

源情報が整備

され、「ラ」国

の森林保全促

進 に 寄 与 す

る。 

 



 第４章 プログラムの妥当性の検証 

４-２ 

４-２ 課題・提言 

４-２-１ 相手国側の取り組むべき課題・提言 

(１) 予算・人員の定常的な確保 

施設・機材の持続的な維持管理のためには十分な人員および予算を確保し続けることが重要で

あるため、適切な人員の配置と予算の確保を行なうことが望ましい。 

(２) 気候変動と森林資源に係る情報の継続的な取得 

本プログラムにおいて建設される施設および調達される機材は、「ラ」国における森林資源情

報の取得・整備に資するものである。これらを用いて「ラ」国の森林資源情報を得ることは最優

先であるが、持続的な森林保全促進のためにも、気候変動の動向およびその「ラ」国森林資源に

対する影響を将来にわたって予測することは必要である。このため、「ラ」国政府は、「ラ」国

森林資源に係る情報を継続的に取得し、新たな動向に迅速に対応できるような体制作りに努める

ことが望ましい。 

４-２-２ 技術協力・他ドナーとの連携 

(１) 森林資源調査設計 

SUFORD は全国レベルの森林資源調査の設計および技術支援の計画を策定済みである。ただし

設計・計画の実施に関しては全国レベルで行う予算の裏付けはなく、一部の県でのみ実施が計画

されている。またバイオマス量推定モデル作成のための調査が多く含まれている。データは過去

に作成された全国森林インベントリ調査の結果を利用する計画である。FIPD では現時点で全国レ

ベルの調査を実施しておらず、各ドナーのパイロットプロジェクトで必要とされる現地調査をサ

ポートしている状況である。 

本プログラムでは、時間（開始・終了・所要時間）、資源（ヒト・モノ・カネ）、スコープ・

品質を考慮して、全国レベルの森林基盤図を作成するための森林資源調査および技術支援を行う。

調査項目は樹種・樹高・胸高直径・密度とし、バイオマスは含めない。 

(２) データベース構築 

SUFORDは地方からのデータ収集から中央でのデータ管理まで含めたデータベースを設計中で

あり、現在はその具体化を進めている状況である。データベースの設計自体は 2010 年 7 月までに

完成する予定となっている。ただしデータベースの構築に関してはまだ予算の裏付けはない状況

で、中央で大量の衛星画像を取り扱うことは十分に考慮されていない。関連する技術支援も計画

されており、オープンソースデータベースやデータベース言語から航空機レーザの利用のような

高度な技術も含まれている。 

本プログラムでは SUFORD の設計する全体設計との整合性を持った、FIPD 内の森林基盤デー
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タベース構築および技術支援を行う。特に大量の衛星画像の効率的な管理、全体データベースと

のデータのやり取り、およびそれに関わる技術支援について SUFORD と継続的な調整を行いなが

ら進めていく。 
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４-３ プログラムの妥当性 

本調査結果に基いて、本プログラムの無償資金協力による実施は以下の点から妥当であると判

断される。 

• 本プログラムが実施された場合、「ラ」国において複数の衛星画像を使用した森林基盤デ

ータが整備される。また、本プログラムはその整備体制も強化することにより、「ラ」国

の持続的な森林保全の促進に寄与する。 

• 当該森林資源情報を基にREDDに対応可能なベンチマークマップが作成されることにより、森林

減少抑制成果が国際的に取引されるための基礎が整い、今後REDD体制整備計画の策定･実

施、試行的な排出削減量の取引等の取り組みを通して森林保全が促進できる体制が整う。 

• 事業実施機関であるDoFの技術レベルは本プログラムを実施する能力を有している。また、

本プログラムで建設される施設および調達予定機材は「ラ」国内でも一般的なものであり、

操作・維持管理に特別な技術力を必要とするものではない。 

• 建設される施設および調達予定機材には環境影響評価を必要とするものはなく、本プログ

ラムの実施による負の環境影響は生じない。 

• 本プログラムは我が国の無償資金協力の制度により特段の困難がなく実施することが可能

である。 
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４-４ 結論 

本プログラムは、複数の衛星画像を使用した森林基盤図を作成するための実施体制基盤が整備

されることを目的とするものである。これは、REDD 実施に対応可能なベンチマークマップの作

成に寄与するものであり、国際社会の支援動向とも合致するものである。 
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A1. 調査団員・氏名 

1) 概略設計現地調査 

現地滞在期間：2009年9月6日～2009年9月16日 

 氏名 担当 所属 

1 三次 啓都 総括 独立行政法人 国際協力機構 

2 宮崎 香 計画管理 独立行政法人 国際協力機構 

3 山崎 秀人 業務主任／運営維持管理計画 国際航業株式会社 

 

現地滞在期間：2009年9月28日～2009年10月27日 

 氏名 担当 所属 

1 山崎 秀人 業務主任／運営維持管理計画 国際航業株式会社 

2 三野 史朗 施工／調達管理／積算 国際航業株式会社 

3 片柳 征男 機材／施設計画 国際航業株式会社 

4 原口 正道 森林資源調査／人材育成 国際航業株式会社 

5 藤井 稔 運営体制／基金検討 国際航業株式会社（補強） 

 

 

2) 概略設計概要説明 

現地滞在期間：2010年1月22日～2010年1月31日 

 氏名 担当 所属 

1 三次 啓都 総括 独立行政法人 国際協力機構 

2 山崎 秀人 業務主任／運営維持管理計画 国際航業株式会社 

3 三野 史朗 施工／調達管理／積算 国際航業株式会社 

4 片柳 征男 機材／施設計画 国際航業株式会社 

5 原口 正道 森林資源調査／人材育成 国際航業株式会社 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

A2 調査行程 



 A2 調査行程 

 

A2-1 

A2. 調査行程 
1) 概略設計現地調査 

本件準備調査団の現地調査日程は次のとおりである。 

現地滞在期間：2009年9月6日～2009年9月16日 
官団員 コンサルタント団員 

総括 計画管理 
業務主任/ 

運営維持管理 

計画 

日
数 

日
付 

曜
日 

(三次) (宮崎) （山崎） 

1 9/6 日   
成田→バンコク→

ビエンチャン 
  

2 9/7 月     

3 9/8 火     

4 9/9 水 成田→バンコク

・関連プロジェクト

専門家打合せ 

・リモートセンシン

グセンター聞き取り

・ラオス国立大学聞

き取り 
  

5 9/10 木 

バンコク→ビエ

ンチャン、JICA・

大使館 

JICA・大使館表敬   

6 9/11 金 農林省表敬   

7 9/12 土 AFTC 視察   

8 9/13 日 資料整理 →ビエンチャン 

9 9/14 月 ミニッツ協議、ドナー協議 

10 9/15 火 ミニッツ署名、JICA・大使館表敬、ビエンチャン→バンコク 

11 9/16 水 バンコク→成田 

 
現地滞在期間：2009年9月28日～2009年10月27日 

コンサルタント団員 

業務主任/ 

運営維持管理 

計画 

施工/調達管理 

/積算 

機材/ 

施設計画 

森林資源調査 

/人材育成 

運営体制/ 

基金検討 日
数 

日
付 

曜
日 

（山崎） (三野) (片柳） (原口) (藤井) 

1 9/28 月 成田→バンコク→ビエンチャン 

2 9/29 火 JICA 表敬および打合せ、農林省・林野局表敬 

3 9/30 水 農林省・林野局協議 

4 10/1 木 建設予定地確認 既存機材確認 既存活動確認

5 10/2 金 実施体制枠組確認 

6 10/3 土 団内打合せ 既存施設確認 団内打合せ 

7 10/4 日 資料整理 市場調査 
自然状況調査

仕様作成 
資料整理 資料整理 

8 10/5 月 
運営維持管理体

制調査 
調達事情調査 

自然状況調査

契約準備 
他のドナー支援状況の確認 

9 10/6 火 
運営維持管理体

制調査 
調達事情調査 

自然状況調査

契約準備 
他のドナー支援状況の確認 

10 10/7 水 運営維持管理体 調達事情調査 施設計画設計 技術支援計画策 運営維持管理
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コンサルタント団員 

業務主任/ 

運営維持管理 

計画 

施工/調達管理 

/積算 

機材/ 

施設計画 

森林資源調査 

/人材育成 

運営体制/ 

基金検討 日
数 

日
付 

曜
日 

（山崎） (三野) (片柳） (原口) (藤井) 

制調査 定のための調査 体制調査 

11 10/8 木 
運営維持管理体

制調査 
調達事情調査 施設計画設計

技術支援計画策

定のための調査 

運営維持管理

体制調査 

12 10/9 金 
運営維持管理体

制調査 
調達事情調査 施設計画設計

技術支援計画策

定のための調査 

運営維持管理

体制調査 

13 10/10 土 資料整理 市場調査 資料整理 

14 10/11 日 団内打合せ 

15 10/12 月 
運営維持管理体

制調査 
見積徴収 施設計画設計

技術支援計画策

定のための調査 

基金に関する

調査 

16 10/13 火 
運営維持管理体

制調査 
見積徴収 施工計画調査

技術支援計画策

定のための調査 

基金に関する

調査 

17 10/14 水 
運営維持管理体

制調査 
見積徴収 施工計画調査

技術支援計画策

定のための調査 

基金に関する

調査 

18 10/15 木 機材計画調査 見積徴収 機材計画調査 機材計画調査 
基金に関する

調査 

19 10/16 金 機材計画調査 見積徴収 機材計画調査 機材計画調査 
基金に関する

調査 

20 10/17 土 資料整理 市場調査 資料整理 

21 10/18 日 団内打合せ 

22 10/19 月 
先方負担事項調

査 
調達事情調査 機材計画調査 機材計画調査 

先方負担事項

調査 

23 10/20 火 先方負担事項調査 機材計画調査 機材計画調査 
先方負担事項

調査 

24 10/21 水 運営維持管理体制計画 
自然状況調査

結果確認 
運営維持管理体制計画 

25 10/22 木 説明資料作成 

26 10/23 金 現地調査結果に関する説明、協議 

27 10/24 土 団内打合 

28 10/25 日 資料整理 

29 10/26 月 現地調査結果協議、ビエンチャン→バンコク 

30 10/27 火 バンコク→成田 
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2) 概略設計概要説明 
現地滞在期間：2010年1月22日～2010年1月31日 

官団員 コンサルタント団員 
調達代理

機関 

総括 
業務主任/ 

運営維持管理

計画 

施工/ 

調達管理 

/積算 

機材/ 

施設計画

森林資源調査 

/人材育成 

調達代理

機関 
日
数 

日
付 

曜
日 

(三次) （山崎） (三野) (片柳） (原口) (大本) 

1 1/22 金   成田→バンコク→ビエンチャン 

2 1/23 土   現地情報収集、ドナー調整、仕様確認 

3 1/24 日   現地情報収集、市場調査、仕様確認 

4 1/25 月   日本大使館、JICA ラオス事務所、ラオス農林省・林野局等表敬 

5 1/26 火 →ビエンチャン ミニッツ協議、ドナー調整、市場調査 

6 1/27 水 ミニッツ協議 

7 1/28 木 ミニッツ協議 

8 1/29 金 

ミニッツ署名、

ビエンチャン→

バンコク 

概要説明会、ミニッツ署名 

9 1/30 土 バンコク→成田 ビエンチャン→バンコク 

10 1/31 日   バンコク→成田 
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A3. 関係者（面会者）リスト 

(1) ラオス側 

1) 農林省 /  Ministry of Agriculture and Forestry (MAF) 
Silavanh 
SAWATHVONG 

Director General, Department of Forestry 

Khamphay  
MANIVONG 

Deputy Director General, Department of Forestry 

Oupakone 
ALSOUSAVATH 

Director, Planning Division, Department of Forestry 

Somchay  
SANONTY 

Director, Forest Inventory and Planning Division,  
Department of Forestry 

Vivanh 
KOMMAMUANG 

Head of Financial Unit, Department of Forestry 

Thougpkun  
ONBOUTA 

Head of Administration Section, Forest Inventory and Planning 
Division, Department of Forestry 

Khamsene 
OUNEKHAM 

REDD Task Force member (secretariat), 
Department of Forestry 

Somvang 
PHIMMASONE  

Head of Administration Division, Department of Forestry 

Soukanh 
BOUNTHABANDID 

Head of Mapping & Land Use Planning Sector,  
Forest Inventory and Planning Division, Department of Forestry 

Bunmisay 
KOANGMANIVANH 

Head of Administration Division, National Agriculture and 
Forestry Extension Service 

Thatheva 
SAPHANGTHONG 

Director: Center for Statistics and Information Coordinator for 
IWM Unit 

Vivanh 
SOUVANNAMETHY 

Deputy Director: Center for Statistics and Information 

Paulo N.  
PASICOLAN 

Watershed Management Planning Specialist 

Alounxay  
ONTA 

Geographic Information System Specialist 

Bounkong 
PHOTISSANE 

FAO Consultant, National Consultant Management Information 
System (MIS) 

 

2) Environment Protection Fund (EPF) 
Douangchanh 
LOPAYING 

Executive Assistant 

Bounphama 
PHOTHISANE 

EPF PICE Window / LEnS Manager 

 

3) Forestry and Forest Resource Development Fund (FRDF) 
Lomkham 
SENGCHANOUDOM 

Acting Director 
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4) National Agriculture and Forestry Research Institute (NAFRI) 
Horst  
WEYEHAEUSER 

Research Management Adviser 

Martin  
SCHEIBER 

Expert GIS, Remote Sensing & Landuse Planning 

Manuel  
BERTOMEU 

Expert Natural Resource Management 

 

5) National Land Management Authority (NLMA) 
Chanthaviphone 
INTHAVONG 

Acting Director, Center for Research and Information for Land 
and Natural Resources 

Ittiphonh Head of Land Information Division 
 

6) National University of Laos, Faculty of Forestry 
Sithong 
THONGMANIVONG 

GIS, Remote Sensing 

Kham la PHANVILAY GIS, Remote Sensing 
Thoumthone 
VONGYISOUK 

GIS, Remote Sensing 

 

7) Sustainable Forestry and Rural Development Project (SUFORD) 
Esa  
PUUSTJARVI 

Chief Technical Adviser 

Chris 
DICKINSON 

Forest Restoration and Management Adviser 

Bounpone 
SENGTHONG 

Deputy National Project Coordinator  

Phoukhong PHONGSA GIS-RS-Database National Consultant 
Nguyen Hanh QUYEN Remote Sensing, GIS & Database from Vietnam 
Dinh Ngoc DAT Remote Sensing, GIS & Database (Assistant) 
Lauri VESA Database Engineer for National Forest Inventory 
 

8) Water Resources and Environment Administration (WREA) 
Virany  
SENGTIANTHR 

Director of Remote Sensing Center, Water Resources and 
Environment Institute 

 

(2) 日本側 

1) 在ラオス日本大使館 / Embassy of Japan in Laos 

宮下 正明 特命全権大使 

中村 建 一等書記官 

 

2) JICA ラオス事務所 / JICA Laos Office 
高島 宏明 所長 
武井 耕一 次長 
小谷 匡 所員 
渡辺 盛晃 プロジェクトフォーミュラーアドバイザー 
倉田 美喜雄 調達班 
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3) 森林減少抑制のための参加型土地・森林管理プロジェクト / Participatory Land and Forest 

Management Project for Reducing Deforestation 
高野 憲一 チーフアドバイザー 
名村 隆行 森林管理 
石川 みゆき 普及活動及びプロジェクト管理 
 

4) 森林戦略実施促進プロジェクト  / Forestry Strategy 2020 Implementation Promotion 
Project (FSIP) 
北村 徳喜 チーフアドバイザー 
石飛 法子 アドバイザー 
Jeffrey HIMEL Remote Sensing Advisor (International Consultant) 
杉本 真一郎 コンサルタント 
 

(3) その他 

1) アジア工科大学 / Asian Institute of Technology (AIT) 

Lal SAMARAKOON Director, Geoinformatics Center, School of Engineering and 

Technology 

 

2) ドイツ復興金融公庫 / KfW ドイツ技術協力公社/ GTZ 

Lars SCHMIDT Consultant 

 

3) フィンランド外務省 / Ministry for Foreign Affairs of Finland 

Jussi VIITANEN Adviser (Forest Sector), Department for Development Policy 
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A4. 討議議事録（M/D） 
1) 署名済みミニッツ 2009 年 9 月 15 日 
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2) 署名済みミニッツ 2010 年 1 月 29 日 
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A5. 事業事前計画表（概略設計時） 
 

１．案件名 

ラオス人民民主共和国 森林資源情報整備計画 

２．要請の背景 

（１）ラオス国(以下、ラ国）は国土面積が約 2,370 万 ha と比較的小さく、メコン川沿いの一部

を除き山岳地帯であり、そのほとんどは森林等の植生に覆われている。国民の大多数は自給的農業

を営んでおり、焼畑移動耕作、燃料･食料等の採取等、貧困農民の森林への依存度は極めて高い。ま

た木材生産･加工は主要な産業の１つであるとともに、政府収入及び外貨獲得の相当部分を占めてい

る。そのため、人口増加による過度の森林資源への依存、不法伐採、商品作物生産の拡大等により

森林面積（樹冠密度 20％以上）は 1920 年の 47％から 2002 年には 42％へ減少するとともに、現存し

ている森林においても細分化、大径材の減少、野生動物の減少等の劣化が続いている。 

（２）ラ国政府は、2020 年までに森林率を 70％まで回復する計画を策定し、森林法の制定･改定

や村落森林管理に関連する法令を整備している。さらに地球温暖化対策としての「途上国の森林減

少･劣化に由来する排出の削減（Reducing Emissions from Deforestation and Forest Degradation：

以下、REDD）」が森林保全及び森林に依存する農民の生計向上に極めて有用な手段と捉え、積極的に

関連ワークショップに参加する等、REDD 実施に向け準備を進めているところである。 

（３）REDD につながる森林保全を促進するには、まず衛星情報解析等による精度の高い森林資源

情報の整備が不可欠である。ラ国において、森林資源情報管理は農林省林野局森林調査計画課が担

当しているが、その衛星画像解析に関するコンピューター等関連機材は 1990 年代後半に導入された

ものであり、その処理能力や容量は REDD 関連データの適切な解析･管理に対応できるものではない。

また現在森林資源情報管理が実施されている森林調査計画課事務所の施設（以下、既存事務所施設）

は 1980 年代に建設されたものであり、老朽化が進んでいるため、建て替えが必要となっている。森

林調査用の機材については、いずれも機能的な精度が低く、関連機材･車両の老朽化、絶対数の不足

等により、今後の森林資源情報の基礎となる正確かつ迅速な森林調査を実施できる状況ではない。 

３．プログラムの全体計画概要 

（１） プログラム全体計画の目標 

ラオス国において複数の衛星画像を使用した森林基盤図作成のための基礎が整う。 

《裨益対象の範囲及び規模について》 

 １）直接裨益人口： 森林調査計画課 80 人 
 ２）間接裨益人口：ラオス国民約 580 万人 

（本プログラムによって整備された森林資源情報を基に REDD に対応可能なベンチマーク

マップが作成されることにより、森林減少抑制成果が国際的に取引される基礎が整う。） 
（２） プログラム全体計画の成果 
 ①森林資源情報センターが適切に運営される。 
 ②プログラムによって建設された施設が整備される。 
 ③プログラムによって調達された機材が整備される。 
 ④複数の高分解能衛星を使用した森林基盤図作成技術が習得される。 
 ⑤全国規模の現場踏査計画実施技術が習得される。 
 ⑥森林インベントリーデータベース構築体制が整備され、適切に維持される。 

 
（３） プログラム全体計画の主要活動 

 ①森林資源情報センターを設立する。      
 ②森林資源情報センターを建設する。 
 ③複数の衛星画像を使用した森林基盤図作成に必要な機材を調達する。 
 ④複数の衛星画像を使用した森林基盤図作成の技術移転を実施する。 
 ⑤全国規模の現場踏査計画実施の技術移転を実施する。 
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 ⑥森林インベントリーデータベース構築の技術移転を実施する。 
 

（４） 投入（インプット） 

 ア 【日本側】：無償資金協力 4.84 億円 

 イ 【「ラ」国側】 

１） 必要な人員配置（森林調査計画課職員80名） 

２） 建設予定地の確保 

３） フェンス（ゲート含む） 

４） 電力・電話・LAN引き込み 

５） 機材の運営･維持管理にかかる経費 

（５） 実施体制 

 主管官庁および実施機関 ラオス人民民主共和国 農林省 林野局  

 

４．無償資金協力案件の内容 

（１） サイト 

 ビエンチャン特別区 

（２） 概要 

 １）農林省林野局森林調査計画課（ビエンチャン特別区）における森林資源情報センターの

建設：鉄筋コンクリート 2 階建て（延床面積 884 ㎡） 
 ２）画像解析・データ構築用機材の整備 
 ３）画像解析・データベース構築および現場踏査に係る技術支援 
（３） 相手国側負担事項 

 １）建設用地の確保 

 ２）建設予定地の確保 

 ３）フェンス（ゲート含む） 

 ４）電力・電話・LAN 引き込み 

 ５）機材の運営･維持管理にかかる経費 

（４） 概略事業費等 

概算事業費：4.85 億円（日本側 4.84 億円、ラオス国側 0.01 億円） 
（５） 工期 

【日本側】 

入札期間を含め 35 ヶ月の工期を予定 

（６） 貧困・ジェンダー・環境及び社会面の配慮 

なし。 

５．外部要因リスク 

技術支援において、天候不良により、現場踏査や品質の良い衛星画像の入手が困難となる。 

６．過去の類似案件からの教訓の活用 

ラオス国においては、各国のドナーが同セクターに関する支援を実施しているが、ラオス国全土

をカバーする森林基盤図の作成に係る技術支援は実施されたことがないのが現状である。また、画

像解析・データベース構築技術の部分的な知識は有するが、基礎から実際の完成まで一貫した技術

理解度に乏しい。本プログラムにおいては、同技術を基礎から実際の森林基盤図作成までを通して

技術移転することで、将来的には「ラ」国が同分野において技術的に自立するための基盤を作る。 

７．プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

（１）プロジェクト全体の目標達成を示す成果指標 
 

成果指標 現在の数値（2009 年） 計画値（2015 年） 

森林基盤図 なし（2002 年が最新） 森林基盤図の完成 

森林インベントリーデータ なし（一部存在するが体系的

なものはなし） 

2010 年森林インベントリー

データの完成 

REDD に対応可能な森林基盤 なし（既存の衛星画像の解析 複数の高精度・詳細の衛星画
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図作成技術が整備される。 技術の一部は存在する。現場

踏査は複数年にまたがって

実施されている。） 

像に対する解析技術の定着。

同一年における現場踏査計

画実施体制の完成。 

REDD に対応可能なベンチマ

ークマップ 

なし ベンチマークマップの完成。

 

（２）評価のタイミング 

2015 年（技術移転完了後 2年後） 
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